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我が国では，人口減少，高齢化など，社会経済情勢が大きく変化している中，社会資本ストックを“作

る”だけでなく，上手に“使う”ことが強く求められており，その一環として，道路ネットワークやその

空間を有効活用して交通モード間の接続を行う“モーダルコネクト”に関する取り組みの機運が高まりを

見せている． 
本稿は，2017年に首都圏中央連絡自動車道が概成し，目的地への経路選択の自由度が高まったことを受

け，関東地方整備局管内初の取り組みとして，高速道路のサービスエリアを活用した高速バス乗り換え社

会実験の概要を報告する．具体的には，新たなバス停新設のための制度面を含めた事業スキームや円滑な

乗り換えの実施のために必要となるツール，高速バス乗り換えの実施による目的地への時間短縮・定時性

向上効果，利用者のニーズ及び意見等，今後の普及に向け，施策の有効性や課題等を明らかにした． 

 

     Key Words : Inter-modal connection, highway bus, social experiment, rest area 
 

 

1. はじめに 
 
(1) 拡大する高速バスネットワーク 

高速バスは，鉄道と比較して運賃が安く，都市・地域

間を乗り換えなしで楽に移動でき，さらに夜行バスを利

用すれば時間を有効に使うことができる，という利点を

有する．高速道路ネットワークの整備とともに，高速バ

スの運行系統数や運行便数は増加してきており，地域間

を移動する際の有力な交通手段となっている． 

国土交通省によると，2016年度時点で，全国の高速

バス運行系統数は5,121系統，1日当たり14,012便が運行

されており，年間輸送人員は1.045億人に達している1)．

全国の乗合バスの輸送人員は過去20年間で約2割減少し

ているのに対し，高速バスの輸送人員は過去20年間で

約8割増加している． 

 
 (2) 高速バスの課題 

前述のように，近年，拡大基調にある高速バスである

が，多くの路線は，大都市間を接続したり，大都市と周

辺の都市を接続しているため，大都市から各方面に延び

る放射状の路線を利用する設定となっている．このため，

大都市周辺部で発生する渋滞に巻き込まれ遅れが発生す

るなど，定時性の確保が大きな課題となっている． 

また，鉄道は，定時性が高く途中駅での乗り換え環境
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が整っていることから，個々人の嗜好に合わせて経路や

乗車便を自由に選択可能である．一方で，高速バスは，

鉄道に比べると定時性が高くない路線や時間帯があるこ

とや，座席管理の煩雑さもあり，途中のバス停における

乗り換えはほとんど見られず，利用者の多様な移動ニー

ズに対応しきれていないという課題がある． 

 
(3) 高速バスの利便性を高めるモーダルコネクト 

国土交通省では，高速道路ネットワークの進展等を背

景とし，かつ，人口減少，高齢化など社会経済情勢が大

きく変化していく中，国民の日常生活や経済活動を支え，

地域の活性化を果たしていく手立ての1つとして，モー

ダルコネクトを推進している（図-1）2)． 

 

図-1 モーダルコネクトの概要2) 

 

具体的には，重要な社会基盤である道路ネットワーク

と多様な交通モードの接続性を高めることにより，利用

者が多様な交通を利用・選択しやすい環境を維持・向上

させることを狙いとしたものである．2016年4月にオー

プンしたバスタ新宿は，この一環として整備されたター

ミナルで，鉄道，高速バス，タクシーの連絡性が飛躍的

に高まった．国土交通省では，このような「バスを中心

とした道路施策」を推進しており2)，そのうちのメニュ

の1つとして「SA・PAを活用したバス乗換え拠点の整

備」がある． 

 
 (4) モーダルコネクトの前提となるICT技術 

前述のような，モーダルコネクトが成立するには，接

続するバスの現在位置を正確かつリアルタイムに把握し，

利用者に対して情報提供していく必要がある．これによ

り，利用者は想定される所要時間や料金，自身の嗜好に

応じた多様な経路選択が可能となる． 

近年では，ICT技術の進展に伴い，バス事業において，

バス1台1台の現在位置をリアルタイムで把握し，到着

予定時刻を表示するようなロケーションシステムを導入

している事業者も出てきている．さらに，国土交通省関

東地方整備局では，バス会社間をまたぐ共通情報プラッ

トフォームとして，ETC2.0を活用した高速バスロケー

ションシステムを開発し，バスタ新宿にて実証実験中で

ある3)． 

 

(5) 環状道路の整備と高速バス路線の拡大 

首都圏では，現在，環状道路ネットワークの形成が鋭

意進められており，2017年2月には，首都圏中央連絡自

動車道（圏央道）の境古河IC～つくば中央IC，2018年6

月には東京外環自動車道（外環道）の三郷南IC～高谷

JCTが開通した．この開通により，東京都心部を通過す

ることなく，東京近郊へのアクセスが可能となった（図

-2）．こうした環状道路ネットワークの整備の進展を受

け，高速バス路線の中には，従来の放射状の走行経路で

はなく，渋滞の影響を避け，定時性を高められるよう，

放射状道路から環状道路に経路を転換する路線や，環状

道路で連結された地域間を結ぶ路線の新設など，新たな

動きが出始めている． 

境古河 IC～つくば中央IC

三郷南 IC～
高谷JCT

 

図-2 首都圏の3環状ネットワーク4） 

 

(6) 高速バス乗り換え社会実験の意義 

本論では，前述の背景や課題を受けて実施した「高速

バス乗り換え社会実験」5)の概要や結果について報告す

る． 

本実験の実施により，今後，高速バス間の乗り換え環

境を創出していくうえで，必要となる手続きやその手順，

関係者間の役割分担，バス事業者の対応，SAPAにおけ

るバス停などの必要な施設とその整備要件，情報提供の

内容やタイミング，ツールの使いやすさ，利用者のニー

ズ等を明らかにした． 

 

 

2. 高速バス乗り換えの先行事例 
 

高速バス同士の乗り換えは，九州自動車道基山PA及

び山陽自動車道高坂PAなどで既に実施されている．  

九州内の多くの高速バス路線は，福岡（天神）発着で

あったため，例えば長崎～大分をバスで移動する場合に，

基山PAから福岡（天神）間を往復する必要があった．

途中の基山PAで高速バスを乗り換えることで，従来ま
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での福岡（天神）を経由する場合に比べ，1時間程度の

時間短縮が可能となった．また，乗り換え割引を導入す

ることで，高速バス自体の需要も創出された成功事例で

ある．高速バスの乗り換え施策は，事業者間調整が課題

となるが，国土交通省九州地方整備局を中心に，九州バ

ス協会や西日本鉄道（株）などの高速バス事業者により，

予約システムの共同保有などの高速バス全体の需要を創

出する取り組みを推進できたことが成功要因の一つと考

えられる．（図-3） 

また，山陽自動車道高坂PAでの事例は，広島バスセ

ンター発着路線に対し，高坂PAで乗り換えることで効

率的に広島空港へ行くことができるものであるが，九州

の事例に対し，実施の規模は小さなものである．  

 

図-3 九州自動車道基山PA乗り換えのポスター6） 

 

3. 社会実験の概要 
 

前述の通り，高速バスの乗り換えについては，すでに

いくつかの先行事例があるが，基山PAの例では九州バ

ス協会を中心に進められたものであり，事業者間で生じ

る利害関係の調整という意味では比較的やりやすい状況

であった． 

このため，首都圏のように多様な路線，事業者が展開

しているエリアにそのまま適用することは難しい． 

これを踏まえ，国土交通省関東地方整備局では，更な

るモーダルコネクトの普及に向け，関東地方をフィール

ドとして高速バスの乗り換え社会実験を行った．  

具体的には，長野～バスタ新宿を結ぶ高速バス（アル

ピコ交通（株），京王電鉄バス（株））と，前橋から圏

央道を通行し，成田空港までを結ぶ高速バス（関越交通

（株），千葉交通（株））が途中の関越自動車道高坂

SAにおいて乗り換えを可能とするものである．（図-4） 

従来，長野から成田空港に高速バスでアクセスする場

合，バスタ新宿で成田空港行きのバスに乗り換えていた．

この場合，東京都心部を走行するため，朝夕のラッシュ

時や休日には渋滞に巻き込まれ，ダイヤよりも遅れが生

じ，定時性が阻害されているという課題があった．これ

は，飛行機を利用する利用者にとって大きなリスクであ

る．このため，特に空港アクセスにおいては，安く，楽

に移動できるというニーズがありながらも，高速バスが

選択されにくいという状況であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 高速バス乗り換え社会実験の概要 

 

※成田空港は第２ターミナル着

従来（長野～バスタ新宿～成田空港※）
約６～７時間

乗り換え箇所（高坂ＳＡ）
乗り換え時間24～99分

今回（長野～高坂SA～成田空港※）
約５～６時間

バスタ新宿
乗り換え時間
約40分

長野方面

前橋・高崎方面

東関東道

バスタ新宿→成田空港

上信越道

長野→バスタ新宿

前橋・高崎→成田空港
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社会実験では，乗り換えによる空港アクセス時間の短

縮状況，乗り換えのしやすさの確認等を行うことを目的

とした．また，本格的なモーダルコネクトの普及に向け，

異なる事業者が連携して事業を進めるための手順や課題

を確認することも目的とした． 

 

 

図-5 高速バス乗り換え社会実験の状況 

 

表-1 Webアンケート調査概要 

調査対象 長野県在住者 

実施期間 H30.11.8～11.10 

有効回答数 406 

スクリーニング 

項目 

①高速バスの利用頻度1回/年以上 

②利用バスの行き先が都心方面もしくは成田空港

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 移動手段として高速バスを選択した理由 

 

 

4. 社会実験の実施に際しての検討事項 
 
 (1) 高速バス乗り換えに対するニーズの把握 

社会実験の実施に先立ち，本実験の対象者である長野

県長野地域に在住し，かつ，高速道路の利用頻度が年に

1回以上と回答した方を対象に，利用者の高速バスに対

する選択理由やニーズ等を把握するため，アンケート調

査を実施した．アンケートは，民間企業のリサーチモニ

ターに登録し，かつ，本調査の対象に該当した計406人

に対して実施した． 

アンケートの結果，回答者が都心方面もしくは成田空

港に移動するための交通手段として「高速バス」を選択

した場合の選択理由（複数選択可）は，「費用の安さ」

が約86%と圧倒的に高い結果となった．次いで，「座っ

ていける」（約33%），「目的地に近い」（約26%），

「乗り換えがない」（約23%）と続き，高速バスの利点

である「安さ」と「楽な移動」が評価されていることを

確認した（図-6）． 

続いて，「長野から成田空港へ行く際，高速道路の

SAPAで乗り換えることで時間短縮や定時運行が期待で

きる場合」として，利用意向を聞いたところ，約6割の

回答者が「高速バスを利用する機会が増加する」と回答

した（図-7）． 

さらに，回答者の中で，高速バスの遅延経験者が約3

割存在したことを含めると，高速バスの利便性を高める

うえでは「時間短縮」と「定時性確保」が重要であるこ

とを確認した（図-8）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 高速バス乗り換えによる利用機会 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 高速バスの遅延した経験 

24.1%

32.8%

29.6%

6.4%
7.1%

そう思う

ややそう思う

どちらともいえない

あまりそう思わない

そう思わない

N=406

「高速バスの利用機会増」
を約６割が回答。

条件：
高速道路のSA/PAで乗り換
えることにより時間短縮・定時
運行が期待できる場合

45.8%

28.5%

25.6%

ダイヤ通り到着した（ダイヤよりも早

く到着した）
ダイヤよりも遅れて到着した

遅れの状況は覚えていない

N=347
※59は無効回答

遅れて到着が
約３割

⇒定時性が課題

85.9%

33.4%

25.9%

23.3%

12.7%

6.9%

2.3%

0.3%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

費用が安い

座って行ける

バス停が自宅や目的地に近い

乗換えがない

運行本数が多い

所要時間が短い

荷物が多い

自動車（免許）を持っていない

その他

N=347

※59は無効回答
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以上の利用者ニーズの調査結果からは，高速バス乗り

換えを普及させるうえでは，「費用の安さ」や「所要時

間が短く安定的」というサービスが求められるというこ

とが示唆された． 

 

(2) 乗り換えの実現に向けた事業スキームの整理 

本実験は，複数のバス事業者による運行であるほか，

先行事例では既存のバス停を活用しており，バス停を新

設する必要はなかったが，高坂SAには既存のバス停が

なかったため，新たにバス停を設置する必要があった．

また，このバス停に現在の高速バス路線を新たに停車さ

せる必要があるため，バス事業者は，実施にあたり運行

計画等の変更手続きを行う必要があった．さらに，乗り

換えを行う高坂SAにおいて，道路区域や施設区域内に

工作物を設置するため，道路管理者や施設管理者，交通

管理者と事前に協議を行う必要があった． 

このように，本実験の実施に当たり，多くの関係者と

の調整や，所管官庁に対する届出の提出など，高速バス

乗り換え施策を展開するために必要となる事項の手順や

内容，関連する法令，関係者間の役割分担等，今後，本

格的にこの施策を展開する際に必要となる知見を得るた

め，関係者間の合意形成や必要な諸手続き等を含む事業

スキームを整理した（図-9）． 

 

(3) 対象バス便の設定 

本実験では，乗り換え時間の短縮効果が見込める便に

限定して実施した．具体的には，最も便数の多いバス事

業者を対象に協議を行い，長野⇒新宿便については15便

／日（土曜日は17便／日）のうち7便，前橋⇒成田空港

便については，10便／日のうち5便を乗り換え対象とし

た．  

 

(4) 乗り換え運賃の設定 

本実験の対象とした高速バスの運賃は，前橋⇒成田空

港便は，4,650円（前橋駅南口乗車の場合）であるが，

長野⇒新宿便は季節により変動する仕組みとしており，

2,900円～3,900円（長野駅乗車の場合）の設定となって

いる．本実験により，高坂SAで乗り換えを行う場合，

長野⇒新宿便は乗車距離が短くなるため通常であれば新

宿まで乗車する場合よりは安い金額が設定される．ただ

し，本実験では，交通事故等により大幅に遅延した場合

に，そのまま新宿まで利用者を乗車してもらう運用とし

たこともあり，高坂SAで乗り換えを行う場合でも新宿

までと同額の設定とした． 

一方，高坂SA⇒成田空港便は，途中からの利用とな

るため，前橋⇒成田空港間をそのまま利用する場合より

も安価な金額である3,100円と設定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 バス停施設新設，運行開始までの事業スキーム 

高速バス
事業者

整備局 道路管理者 運輸局 交通管理者 自治体 関連法令等

道路法
第95条の二

道路法第32条

道路交通法
第77条第1項

道路運送法
第15条第1項

道路運送法
第9条第5項

道路運送法
第15条第3項
第3号

凡例 ：情報共有 ：運行関係 ：施設整備関係

バス停施設
の設計

バス停施設
の構想

高速バス停施設に係る関係機関との事前協議（必要に応じて協議会の設置）

事前
相談

施設工事の
施行委託

施設工事

許可

許可

受付

受付

運行7日前
道路運送法規則第10条第3項

運行7日前
道路運送法規則第15条第13項

受付
情報提供

バス停施設
の計画

承諾

運行3ヶ月前
標準処理期間の設定方針（自動車局）

バス停施設：バスベイ、バス停標識、上屋等

高速バス運行に係る関係機関との事前協議（必要に応じて社会実験実施）

協議

道路協議 意見聴取

運行計画
変更届出

（時刻表、回数等）

道路占用
許可申請

道路使用
許可申請

施設管理
委託可否

事業計画変
更許可申請

（停留所名称等）

運賃の届出

受理 照会

許可

バス停施設完成、高速バス運行開始
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なお，実験前から，長野⇒成田空港間を高速バスで移

動する利用者向けとして，バスタ新宿で成田空港便に乗

り換えるための「成田空港乗継きっぷ」と同額の料金設

定（長野⇒新宿便が最安運賃の場合）とした． 

 

(5) 施設整備 

本実験において，高速バスの乗り換え拠点とした関越

自動車道高坂SAは，都心部の終点である練馬ICまで約

35km，圏央道と分岐する鶴ヶ島JCTまで約7kmの場所に

位置する上下線併設型のSAである．上下線のそれぞれ

に別の休憩施設が整備されているが，階段で接続されて

おり，利用者は上下線どちらの施設を利用することも可

能な構造となっている． 

今回社会実験を実施した上り線は，本線側に大型車用

の駐車マスが設置されており，そのうち最もトイレに近

接した駐車場がバス専用の駐車マスとして利用されてい

る．また，端部にはアイランドが設置されている．本実

験では，既存のバス専用駐車マスのうちアイランドに隣

接した1マスを実験車両用のマスとし，アイランド部分

に社会実験専用のバス停を設置した．なお，安全な実験

の実施に配慮し，バス専用駐車マスに誘導する路面標示

及び駐車マスのわだち掘れについては高坂SAを管理し

ている東日本高速道路（株）のご協力により修繕を行っ

た． 

また，実験に際しては，休憩施設やトイレ周辺に社会

実験の実施とバス停への誘導のための看板を設置した．

さらに，高坂SAの休憩施設内に係員を置いて乗り換え

便の到着予定時刻等の案内を行った（図-10）． 

 

(6)  ETC2.0バスロケーションシステムの構築 

高速バスは，交通状況や天候の影響を受けることから，

鉄道ほど定時性が高いとは言えない．このため，高速バ

ス間の乗り換えを行う上では，乗り換え便の現在位置を

リアルタイムで把握し，到着予定時刻を利用者に案内す

ることが必須となる．これを踏まえ，本実験の実施に際

しては，対象便にETC2.0車載器を搭載し，ITSスポット

の通過情報をもとに現在位置や高坂SAへの到着予定時

刻を表示するバスロケーションシステムを構築した．本

実験に参加したバス事業者の中には，独自にバスロケー

ションシステムを導入している企業もあったが，相互互

換性がないものであったこと，また，今後サービスを広

く展開していくためには，バスロケーションシステムを

持たない事業者も含めた取り組みが必要であるため，既

にバスタ新宿にて実証実験中のETC2.0をプラットフォー

ムとしたシステムを本実験用にカスタマイズし，活用し

た．なお，運用に際しては，対象便に使用する車両

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-10 実験施設配置図 

至 高崎

至 東京

高坂ＳＡ
（上り線）

関
越

自
動

車
道 休憩

施設

WCバス停

GS

誘導案内

運行情報提供（デジタルサイネージ）

（全体図）

（拡大図）

バス停歩行者横断注意

誘導案内

バス停舗装補修

歩行者通路補修

路面表示

歩行者進入禁止
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（ETC2.0車載器）が日によって異なることがあることか

ら，バス事業者の協力を得て，事前に対象便の配車情報

（車載器番号）を入力していただくことで，対象便と

ETC2.0車載器の紐づけを行った．こうして得られた対象

便の位置情報及び高坂SAへの到着予定時刻を利用者の

スマートフォン及び高坂SAに設置したデジタルサイネ

ージに表示させることで，利用者に対する情報提供を行

った（図-11，図-12，図-13）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11  ETC2.0バスロケーションシステムの概要 

 

閲覧したい
路線を選択

走行位置と
運行情報を表示

 

図-12 利用者への位置情報提供（スマホアプリ） 

走行位置と
運行状況を表示
（１分間隔で更新）

高坂ＳＡでの
到着時間を
常時表示  

図-13 利用者への位置情報提供（デジタルサイネージ） 

 

(7) 予約システムの構築 

高速バスは，基本的に出発地から目的地まで利用する

形態が中心であり，ターミナル以外のバス停で乗り換え

るような利用のされ方は多くないと考えられる．こうし

たこともあり，高速バスの予約システムは，基本的に乗

り換え需要に対応したものとなっておらず，主要な予約

サイトのうち，乗り換えに対応した目的地検索に対応可

能なサイトはわずかである．このため，乗り換えを行う

利用者は，現状，個別に2つの予約を取る必要がある．

そこで，本実験では，複数の路線を一括で予約できる予

約サイトの整備が必要との認識から，本実験用の予約シ

ステムを構築することとした． 

現状，高速バスの予約システムは，おのおののバス事

業者が自社の座席管理を行うシステムを持ち，予約に関

しては，大手バス事業者や旅行代理店，インターネット

事業者等が運営するサイトにリンクさせる方法をとって

いる．今回社会実験の対象とした長野⇒新宿便と前橋⇒

成田空港便はそれぞれ別の予約サイトを利用しており，

システムの仕様が異なることから，予約サイトを統一す

ることは困難であった． 

これを踏まえ，本実験用に構築する予約サイトとして

は，既存の2つの予約システムを改変することなく，両

者を連携する仕組みとするのに留めた．このため，利用

者は，本実験で構築した2便一括の管理画面からおのお

のの予約サイトに個別にアクセスし，予約を取得するこ

ととなった．（図-14） 

高速バス予約サイトが起動し、
長野⇒高坂ＳＡ便を予約

長野⇒高坂ＳＡ便の乗車
バス停、乗車時刻を選択し
予約ボタンをクリック

予約サイト
へ戻る 高速バス予約サイトが起動し、

高坂ＳＡ⇒成田空港便を予約

高坂SA⇒成田空港便の乗
車バス停、乗車時刻を選択
し予約ボタンをクリック

 

図-14 高速バス予約システムの概要 

 

(8) 広報の実施 

本実験を行ううえでは，対象となる長野エリアにおい

て，高速バスを利用して成田空港へアクセスする利用者

を募る必要があった．このため，プレスリリースに加え，

バス事業者の予約窓口におけるポスターの掲示，周辺自

治体のWEBサイトにおけるバナーの掲示，インターネ

ット検索サイトへの広告掲示等，本実験を広く認知して

いただくための広報活動を行った．なお，広告の効果を

高めるため，高速バスの利用者層である「若年者」およ

び「女性」をメインターゲットとした．  

 

I TSスポット
(高速上に設置)

ETC2.0
車載器

バス車両

■ETC2.0データの収集■配車情報の登録
・バス事業者が配車情報を

入力

■配車情報の登録

高坂SA用
ﾊﾞｽﾛｹｻｰﾊﾞ

・収集したETC2.0データと配車情報

をバスロケサーバに蓄積
・走行位置、通過時刻などの提供情報を抽出

■バス利用者への運行情報の提供

スマホアプリ
(Android)

デジタル
サイネージ

(高坂SA設置)
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(9) 社会実験中に起こりうるリスクへの対応 

前述のように，高速バスは，交通状況や天候の影響を

受けやすい．本実験の対象バス便が走行する関越自動車

道は，ピーク時には渋滞が多く発生するほか，上信越自

動車道では雪の影響も考えられた．このため，どちらか

の便に遅れや運休が生じると，当初予約していた便に乗

り遅れたり，成田空港から出発する飛行機に乗り遅れる

危険がある．また，バスを乗り換える際に，荷物の取り

違えが発生する危険も想定された．また，高坂SAに設

置したバス停は，駐車場内のアイランドに設置すること

になったため，利用者は自動車が通行する部分を横断す

る必要があり，交通事故の発生も懸念された． 

こうした点を踏まえ，実験をトラブルなく無事に終え

ることができるよう，実験の実施にあたり，事前に想定

されるリスクを洗い出し，そのリスクへの対応について，

事前に対応策を検討，その内容についてバス事業者と協

議を行った． 

この結果，主に「乗り遅れ」については，設定便の次

の便を乗り遅れた場合の救済用として設定したほか，乗

り遅れた場合は高坂SAで降車するのではなく，そのま

まバスタ新宿までの乗車を認める等の措置をとることと

した．また，「荷物の取り違え」については，未然に防

止するため，社会実験専用のタグを荷物に装着し，乗り

換え時には乗務員がこれを確認するといった運用方法を

とって対応した．なお，乗客の過失による乗り遅れにつ

いては，特段の対応を図らないこととした．また，高坂

SA内における事故リスクへの対応としては，交通管理

者との協議の結果，実験中にはガードマンを置き，利用

者の安全を確保することとした． 

 

(10) 関係者との調整 

前述の準備作業に際し，事務局である関東地方整備局

は，バスの運行を行うバス事業者（計4社），バス事業

の許認可に関する所管官庁である関東地方運輸局，各施

設の管理者である東日本高速道路（株）が一堂に会する

関係者会議を行い，意見等の相互調整を行った． 

また，個別事項については，それぞれの関係者と調整

を図りつつ，準備を進めた． 

 

 

5. 社会実験の実施 
社会実験は，2018 年 11 月 23 日（祝）～29 日（木）

（7 日間）にプレ実験を実施し，そこで運営上の問題点

や課題を把握したうえで，対応策について再度関係者と

協議・合意を図り，2019年 2月 21 日（木）～3月 20日

（水）（28日間）に本実験を実施した． 

プレ実験，本実験を通じて，渋滞や悪天候に伴うバス

の運休や遅れ，それに伴う乗り遅れや乗り換え時におけ

る荷物の取り違え等のトラブルは特になく，無事に実験

を終了した． 

なお，本実験の28日間で延べ 12名の利用があった． 

 

 

6. 社会実験の実施結果 
(1) バスの運行状況（円滑性） 

表-2に示すとおり，本実験により，乗り換え拠点とし

た関越自動車道高坂SAにおいて，長野⇒新宿便から前

橋⇒成田空港便に乗り換えた場合の長野⇒高坂SA⇒成

田空港までの所要時間は，平均5時間42分であった．一

方で，従来までの都心を経由した場合（バスタ新宿乗り

表-2 実験対象とした高速バスの運行状況 

（１）圏央道経由
（高坂SA乗り換え）

（２）都心経由
※3

（バスタ新宿
乗り換え） 所要時間差

（２）－（１）
利用状況

長野駅発 高坂ＳＡ着 乗り換え時間 高坂ＳＡ発 成田空港着※2

（時刻表との差)
所要時間 所要時間

4:30 7:20 59分 8:19
10:05

(1分遅着)
5時間35分 7時間12分 1時間37分 ４名（３/１４（木））

5:30 8:20 1時間24分
9:44

11:30

(1分遅着)

6時間00分 6時間34分 34分

6:30 9:20 24分 5時間00分 6時間36分 1時間36分 ２名（３/２（土））

7:00 9:50 1時間14分 11:04
12:45

(4分早着)
5時間45分 6時間33分 48分

１名（３/６（水））
１名（３/１４（木））

8:00 11:00※1 1時間39分※1

12:39
14:21

(3分早着)

6時間21分 6時間20分 -1分

9:00 11:50 49分 5時間21分 6時間10分 49分 ２名（３/１６（土））

10:00 12:50 1時間19分 14:09
15:50

(4分早着)
5時間50分 5時間53分 3分

１名（２/２７（水））
１名（３/２０（水））

平均 5時間42分 6時間28分 46分
１２名

（平日８名・休日４名）

※1 バス事業者による運行管理の観点から、長野駅８：００発便について、以下の通り変更。
【プレ実験時】 高坂SA 10:47着（乗り換え時間：17分） → 【今回】 高坂SA 11:00着（乗り換え時間：1時間39分）

※2  成田空港着の時間は、2/20～3/20間のETC2.0データより算出。
※3 バスタ新宿の乗り換え時間は、プレ実験結果より30分以上と設定、バスタ新宿→成田便の所要時間は時刻表定刻を採用
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換え），長野⇒バスタ新宿⇒成田空港までの所要時間は，

平均6時間29分であった．両者を比較すると，長野⇒高

坂SA⇒成田空港の場合，従来の長野⇒バスタ新宿⇒成

田空港の場合よりも平均で約47分早着する結果となり，

所要時間が短縮することを確認した．長野⇒高坂SA⇒

成田空港の場合，従来の長野⇒バスタ新宿⇒成田空港の

場合と比較し，約9割（170便中153便:欠測26便）で早着

した．遅着した17便は，高坂SAにおける乗り換え時間

が約1時間半～2時間であったことから，乗り換えに対応

したダイヤ設定となっていなかったことが原因と考えら

れる．さらに，乗り換え便である高坂SA⇒成田空港便

の成田空港到着時刻は，約7割（194便中132便:欠測2便）

で時刻表の設定よりも早着し，20分以上の遅延は1便で

あったことから，定時性についても確保されていること

を確認した． 

このように，高坂SAで高速バスを乗り換え，圏央道

を利用することで，「早く」「安定的に」移動すること

ができるようになったことを確認した． 

また，長野⇒高坂SA⇒成田空港の便利用者は，長野

⇒バスタ新宿⇒成田空港の便を利用した場合と比較し，

40分以上の時短効果があった便を選択していたことから，

バス乗り換えによる時間短縮が利用者増加につながるこ

とが想定できる． 

高坂SAでの乗り換え時間は，平均77分（最短29分，

最長123分）であり，乗り換え便の待ち時間までの間，

利用者はSAで食事を採ったりトイレを利用して過ごし

ていた．利用者に対する望ましい乗り換え時間のアンケ

ートからは，「30分未満」が約4割，「30分～1時間程

度」が約4割と，参加者の約8割が1時間程度までの乗り

換え時間を希望していることを把握した．参加者の希望

に対し，実際の乗り換え時間が長くなったことから，利

用者がストレスなく乗り換えを行うためには，乗り換え

時間を30分～長くても1時間程度となるよう事前に調整

する必要がある． 

また，本実験中，圏央道の東北自動車道～常磐自動車

道間で交通事故等による通行止が計5回発生した．高坂

SA⇒成田空港便の140便のうち便中11便が影響を受けた

が，2018年6月に開通した東京外環自動車道に迂回した

ことで，影響を受けた11便全てで時刻表定刻に対し遅れ

ることなく早着した（図-15）． 

 

(2) SA内の安全性 

本実験の実施に先立ち，高坂SAにおける乗り換え場

所への誘導や舗装修繕，注意を喚起する路面標示を行っ

たほか，実験期間中は注意を喚起する看板の設置や，バ

ス利用者が道路を横断する際の安全確保のため，ガード

マンを配置したこともあり，実験期間中，事故やヒヤリ

ハットが発生することなく，安全に実験を終了した．た

だし，バスドライバーへのアンケート調査の結果，バス

の発進時に一般車両の接近が分かりにくいとの指摘が挙

げられたため，安全かつ円滑なレイアウトについて留意

する必要がある． 

 
 (3) バスロケーションシステムの検証 

本実験中に運用したバスロケーションシステムは，実

験期間中に対象とした336便（長野⇒新宿便196便，前橋

⇒成田空港便140便）のうち，約9割を占める286便でバ

スの位置をリアルタイムで正しく表示され，システムの

機能上，問題ないことを確認した．正しく表示されなか

ったものは，「各便の発車直前に車両変更等がなされた

ためにバス事業者側で配車情報が入力されなかった」，

「ETC2.0の通信異常があった」，「データ処理上のエラ

ー」等が原因であった．上記の配車情報の未入力につい

ては，実験前からバス事業者の方から入力手間に関する

懸念が示されていたが，当日朝の入力となることから，

運用上難しい面があるということを把握した． 

利用者アンケートの結果からは，自分のスマートフォ

ンやSAに設置されたバスロケーションシステム（デジ

タルサイネージ）を見たというのは5人中3人（無効回答

7人）に留まったが，これは，実験のリスク回避のため，

デジタルサイネージの設置場所に案内人を配置したため，

案内人から情報を得ていた機会が多かったためであると

考えられる． 

バスロケーションシステム（デジタルサイネージ）の

見やすさ等に関するアンケート結果からは，特段指摘が

なかったことから，ロケーションシステムは問題なく稼

働したといえる． 

 
(4) 予約システムの検証 

本実験で，利用者が乗り換え便を円滑に予約すること

ができるシステムの構築を目指したが，予約システムを

介さずとも2便を別々に予約することもできたため，実

際に予約システムを利用して予約した利用者は12人中7

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 圏央道からの迂回ルート 
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人に留まった． 

利用者アンケートの結果によると，予約システムに対

し，利用者の8割（5人中4人，無効回答2人）が「余り便

利ではない」と回答した．今後，高速バス乗り換えを普

及させ，利用者を獲得していくためには，1つのサイト

で利用する双方の便の予約や決済までが完結できるシス

テムの構築が求められるということを確認した． 

 

 

7. 明らかとなった課題と対応策 
 
本実験を通じて明らかとなった課題及び対応の方向性

を以下に示す． 

 
(1) 対象便の拡大 

本実験に参加した利用者に対するアンケートの結果か

ら利用者は，高速バスに対して「費用が安い」，「所要

時間が短い」，「所要時間が安定する」を重視している

ことを把握した． 

一方で，①長野⇒高坂SA⇒成田空港方面の往路のみ

の設定であり，対象便が限定されたこと，②高坂SAで

乗り換えが可能な5便のみを実験の対象とし，ハワイや

グアムなどの便が多い成田空港を夜に出発する便に対応

できなかったこと，③実験の実施に際し乗り換え時間を

考慮したダイヤ変更等は実施しなかったため，乗り換え

時間が平均で77分と長くなり，時間短縮の度合いが十分

でなかったこと，④広報による周知の期間が十分確保で

きなかったこと，などにより，実験への参加者が十分確

保できなかった． 

以上のことから，高速バス乗り換え施策のインパクト

を高め，より効果的なものとするためには，乗り換え対

象となる高速バスの便数を拡大する必要がある． 

 

なお，本実験で乗り換え拠点とした関越自動車道高坂

SAを通過し，都心と周辺都市を結ぶ高速バスは日あた

り102便走行している（表-3）．これらの便の中で乗り

換え対象便を増やしていくことで，乗り換え便数は飛躍

的に増加し，これにより乗り換え需要が高まるものと推

察される． 

 
(2) 乗り換え需要に対応したダイヤ設定 

今回の実験では，あくまで施策の可能性を探る「実

験」というバス事業者の受け止めや，運行計画の変更に

必要な時間がなかったことから，既存のダイヤを変更す

ることはしなかった．このため，乗り換え拠点である高

坂SAでの乗り換え時間は平均77分（最短28分，最長123

分）（図-16）となり，利用者アンケートで利用者が求

めた「30分～1時間程度」というニーズよりも乗り換え

時間が長くなった．これにより，都心を迂回することに

よる時間的メリットが削がれたという点は課題である．

また，実際，乗り換え時間が1時間を超えるような便の

組み合わせは，利用がされなかった． 

 

3
18

6
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22
21

39
21

16
13

4

0 10 20 30 40 50

30分未満
40分未満
50分未満
60分未満
70分未満
80分未満
90分未満

100分未満
110分未満
120分未満
120分以上

サンプル数173便(23便欠測)

平均 77分

最小 28分 最大123分

 
図-16 高坂SAにおける乗り換え時間の分布 

 
さらに，本実験の対象とした長野～成田空港へのアク

セスは，新幹線と競合する区間であるが，今回実験の対

象とした便は，いずれも新幹線が運行している時間帯で

あった． 

上記のことから，利用が十分伸びなかったと推察され

る．実際，本実験に参画したバス事業者に対する聞き取

りの結果，同路線（前橋⇒成田空港便）では，長野便と

同じく新幹線との競合区間であるが，最も利用が多いの

は新幹線が運行する前の早朝時間帯の便（前橋発朝6時

よりも前に出発する便）だということである． 

以上より，今後，本格運用を検討する際には，乗り換

え拠点における待ち時間を長くても1時間程度に抑えた

ダイヤ設定とすることや，競合する他の交通機関との関

係に留意したダイヤ設定が必要となる． 

 
 (3) 料金割引による誘導 

今回の実験では，SAにおける乗り換えの実現性や課

題を把握することを目的としたこともあり，集客のため

の料金割引は実施していない． 

先行事例である基山PAのケースでは，基山PAにおけ

る乗り換え利用の乗客に対し，概ね2割引きの乗り換え

表-3 高坂SAを通過する高速バス（2017年4月時点） 

路 線 バス会社 便数 

長野 ⇒ バスタ新宿 アルピコ交通，京王電鉄バス 15
新潟 ⇒ 池袋駅 新潟交通，越後交通，西武バス 14
四万温泉 ⇒ 東京駅 JRバス関東 10
伊勢崎 ⇒ バスタ新宿 JRバス関東 8
前橋 ⇒ 羽田空港 東京空港交通，日本中央バス 8
小諸 ⇒ バスタ新宿 JRバス関東 8
軽井沢 ⇒ 池袋駅 千曲バス，西武バス，西武観光バス 7
長野 ⇒ バスタ新宿 WILLER  EXPRESS 7
新潟 ⇒ バスタ新宿 WILLER  EXPRESS 7
前橋 ⇒ バスタ新宿 日本中央バス 6
上田 ⇒ 池袋駅 千曲バス，西武バス，西武観光バス 6
須坂 ⇒ バスタ新宿 昌栄高速運輸 6

合 計 102
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運賃を設定している． 

料金設定は，事業者の意向次第ではあるが，今後，本

格導入を行う際には，乗り換え運賃を設定，PRするこ

とで，従来は他の交通モードを利用していた利用者の誘

客が期待できる．  

 
(4) 途中乗車のニーズへの対応 

本実験の実施中，利用者から「高坂SAからバスに乗

ることができないのか？」という問い合わせが複数寄せ

られた．今回は，成田空港方面に限定した運行であった

が，高坂SAに直接アクセスし，高速バスに乗り換えて

成田空港に向かうというニーズがあることが確認された．

先行事例である基山PAのケースでは，高速バスの乗り

換えだけでなく，PAにパークアンドライド用の駐車場

が設置されており，基山PAから高速バスを利用するこ

ともできる． 

このように，本格導入の際には，SAPAにパークアン

ドライド用の駐車場を確保し，当該地点から高速バスを

利用できるような環境を整えておくことが有効である．

さらに，駐車場だけでなく，一般道の路線バスの停留所

や立地が伴えば鉄道駅との接続性を高めることで，より

多様な利用のされ方が可能となる．このように，SAPA

を介して，他の交通モードと接続されていれば，万一，

高速バスの乗り遅れ等の事象が発生した際でも，臨機応

変に行動を変えることができる．なお，これを推進する

際には，SAPAが立地する当該自治体との連携が重要と

なる． 

一方で，SAPAに駐車場を併設する場合，放置自動車

に対する対策が必須となるという点に留意する必要があ

る． 

 
(5) バスロケーションシステムの課題 

本実験では，バスタ新宿に導入されているETC2.0をプ

ラットフォームとしたバスロケーションシステムをカス

タマイズして活用した．実験中，ロケーションシステム

で取得した情報をデジタルサイネージで利用客に情報提

供し，概ね問題なく稼働したことを確認した． 

課題点としては，①バス事業者の協力に基づく配車情

報の入力に左右される場合があった，②ETC2.0プローブ

情報は，道路上に設置されたITSスポットを通過しない

と情報が共有されないため，区間毎に細かな設定が必要

なこと，③ITSスポットは，高速道路ではIC間に設置さ

れているが，一般道に設置されている箇所が少なく，一

般道上の通過情報をリアルタイムに収集できなかったこ

と，等があげられる． 

上記のうち，①については，当該便に使用する可能性

がある全車両にETC2.0車載器を搭載しておくこと，人手

を介さずに配車情報をバスロケーションシステムに提供

する方法の確立が必要である．②および③については，

利用者が提供される情報のリアルタイム性をどの程度必

要とするかという点について検証を行うこと，その結果

に基づき，本格導入の際には必要に応じてITSスポット

を増設することが必要である．  

 

(6) 予約システムの課題 

本実験では，対象とした長野⇒新宿便と前橋⇒成田空

港便のそれぞれの予約サイトに接続する仕組みを構築し

たが，本来的には，出発・目的地検索サイトや高速バス

の予約システムが，複数の便の乗り換えに対応した形で

構築されることが望ましい．ただし，実際は，仕様が異

なる複数のシステムを統一することは，競争が原則の民

間事業の中にあっては，予算的な問題や誰がやるのかと

いった点で現実的に困難である． 

このため，予約サイトは既存のものを活用することを

許容し，インターネット系の経路検索サービス側で高速

バスの乗り換えに対応していくことが現実的である．た

だし，経路検索を一元的に行う場合，すべての路線の時

刻表情報等を統一的なフォーマットで持つ必要がある．

このように，高速バス間の乗り換えを前提とした検索サ

ービスが普及していくことで，高速バスの乗り換えが利

用者に自然な形で浸透していくものと推察される．また，

検索サービスと予約・決済との一体化を進めていくこと

で，近年，提唱されているMaaS（Mobility as a Service）が

実装された社会が到来するものと考えられる．（図-

17） 

 
図-17 MaaSの概要7） 

 

(7) 関係者間の連携体制の構築 

今回の社会実験の実際に際しては，中心となるバス事

業者間で運行に関するルールやベースとなるシステムが

異なる，成田空港方面に限定した運行であることから事

業者間で利益相反が生じる，等，乗り越えなければなら

ない課題が多く，関係者の調整に時間を要した．また，

このような新たな取り組みを行う場合，いかに関係者間
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の目線を合わせていけるかということが重要である．こ

うした点については，多様な事業者が関与する施策であ

ることから，行政機関が中立的な立場でイニシアチブを

取り協議会を立ち上げる等して，高速バス全体の利便性

を高めるという目的を共有しながら，より多くの事業者

が参画できるような取り組みに広げていくことが重要で

ある． 

 

 

8. おわりに 
 
本実験を通じて，高速SAPAを活用した高速バスの乗

り換え施策の有効性を確認するとともに，本格的に普及

させていくための課題を把握した． 

本実験の結果から，今後，高速バス間の乗り換え拠点

の適地となる要件としては，①高速バスの通行便数が多

いこと，②地域の中で大都市を中心とした高速バスネッ

トワークが整備されており，周辺都市間を移動する場合

に非効率な経路となっていること，③休憩施設が充実し

ていること，④上下線の休憩施設が一体型またはアクセ

スしやすいこと，などが挙げられる． 

今後，本実験で得た知見等に基づき，高速バス間の乗

り換えが普及してくことで，高速バス全体の利便性が高

まり，ひいては国民のより自由かつシームレスな移動が

できるようになるものと考えられる． 
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